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中期経営計画の経営目標数値の修正について 
 

 

当社は、平成 18 年度から 20 年度までの 3 年間を対象とした中期経営計画を策定し、各種施策

を実施してまいりましたが、最近の株式市場の動向を踏まえ平成 20 年度経営目標数値を修正する

ことといたしましたのでお知らせいたします。 

 

１．修正理由 

平成 18 年 3 月に策定した中期経営計画においては、最終年度である平成 20 年度までに経常

利益 120 億円（単体）の達成を経営目標としており、その前提条件は 

① 貸借取引融資残高（年度平均）…1兆 6,000 億円 

② 短期金利…当時の水準から 0.5％程度の上昇 

としておりました。 

②の短期金利については、既に前提条件である 0.5％近辺にまで上昇しておりますが、現状

の株式市場の動向は策定時に想定したものとはかなり異なっており、貸借取引融資残高は前提

条件の水準から大きく乖離しております。また、こうした状況が当面続く可能性があると考え

られます。 

こうした状況を踏まえ、中期経営計画の前提条件である貸借取引融資残高（年度平均）を4,200

億円に変更して、経営目標数値を修正することといたしました。 

しかしながら、中期経営計画の基本方針や経営目標を達成するために掲げた各戦略について

は、引き続き本年度も鋭意実施してまいります。 

 

２．経営目標数値の修正 

修正前 修正後  

平成 20 年度目標 平成 20 年度目標 

経常利益（単体ベース） 120 億円 34 億円 

前提条件   

貸借取引融資残高 

（年度平均） 

 

1 兆 6,000 億円 

 

4,200 億円 

 

短期金利 現状*から 0.5％程度上昇 現状（0.5％程度）継続 

*平成 18 年 3 月当時は 0％ 

 

以 上 

（参考）中期経営計画（平成 18 年度～20 年度） 

 

※本資料には、発表日現在の将来に関する前提･見直し･計画に基づく予想が含まれており、株式市況・金利の変動等にかかわる

リスクや不確定要因により実際の業績が記載の数値と大幅に異なる可能性があります。 
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平成１８年３月１３日 

日本証券金融株式会社 

 

   中期経営計画（平成 18 年度～20 年度） 

 
１．経営方針 

(1) 基本認識 

わが国が本格的な少子高齢化社会を迎える中で、国民は自らの責任による自立的

な資産運用を求められている。 

政府は「貯蓄から投資へ」の移行を課題として様々な施策を実施している。企業

も株主への利益還元策の強化や情報公開の充実に努め、株式への投資魅力を高めよ

うとしている。こうした流れに情報技術革新の進展も加わり、個人投資家の市場参

加も拡大してきている。 

当社は証券金融の専門機関として証券市場の発展に貢献することを使命としてお

り、以下の経営の基本方針の下、時代の気運に呼応し、社会の要請に応えていく。 

 

(2) 経営の基本方針 

①社会的責任と公共的使命を強く認識しつつ、証券市場の発展に繋がるさまざまな

ニーズを把握し積極的に応えていく。 

②貸借取引業務において、制度、運用両面での改善を推進して取引残高の伸長を図

るとともに、貸借取引以外の業務の拡充に努め、当社の収益基盤を一層堅固なも

のとする。 

③企業統治および経営リスクの管理を徹底し、株主およびお取引先の皆様から揺る

ぎない信頼を得ていく。 

 

 

２．経営目標 

 中期経営計画の最終年度である平成 20 年度までに経常利益 120 億円の達成を経営

目標とする。 

（単体ベース） 平成１７年度予想 平成２０年度目標 

経常利益    ８６億円 １２０億円 
(注)１．平成 17 年度予想は 18 年 1 月 30 日現在。 

    ２．平成 20 年度目標の主な前提条件（年度平均） 

貸借取引融資残高…1.6 兆円 

短期金利…現状から 0.5％程度上昇 

 

参 考 
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３．戦略  

①貸借取引の競争力強化 

②日証金ネットの活用による有価証券担保貸付・有価証券貸付の拡充 

③一般信用取引向け貸付およびインターネット利用の個人顧客向け貸付の推進 

④資金調達力の強化、組織・業務運営の効率化による廉価良質なサービスの提供 

⑤決済制度改革への積極的対応 

⑥内部統制、リスク管理に万全を期すとともに、コンプライアンスを徹底 

⑦グループ会社間のシナジー効果発揮および各社の経営自由度向上のための資本関

係見直し 

 
以 上 

 

 

 

本中期経営計画には、将来の業績に関わる記述が含まれています。こうした記述は、将来

の業績を保証するものではなく、リスクや不確定要因を内包するものです。将来の業績は、

株式市況・金融情勢などにより、大幅に異なる可能性があります。 


